
 

『第１０回「事業再構築補助金」 未来型取組に向け重点的見直し』 
 

 経済産業省はこのほど、「事業再構築補助金」の第１０回の公募を開始した。公募期間は令和５年３月

３０日（木）～６月３０日（金）。「事業再構築補助金」は、新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国内回

帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等を支

援するもの。 

 第１０回公募は類型等に大幅な見直しが行われる。コロナや物価高等により依然として業況が厳しい

事業者への支援として「物価高騰対策・回復再生応援枠」を措置すること

に加え、産業構造の変化等により事業再構築が強く求められる業種・業態

の事業者への支援として「産業構造転換枠」、海外で製造する部品等の国

内回帰を進め、国内サプライチェーン及び地域産業の活性化に取り組む

事業者（製造業）への支援として「サプライチェーン強靱化枠」、成長分野へ

の事業再構築を支援するべく売上高等減少要件を撤廃した「成長枠」を新

設するなど、ポストコロナ社会を見据えた未来型の取組に対して重点的な

支援を図っている。補助率は概ね１／２・２／３等、補助金額は従業員数に

よってことなるが、下限１００万円～数千万円規模。認定支援機関の確認を

受けた３～５年の事業計画書（「業再構築指針」準拠）が必要となる。 
 

『正社員採用予定企業６３％ 中小企業は５８．７％』 
 

 帝国データバンクは「２０２３年度の雇用動向に関する企業の意識調査」結果を発表した。それによる

と、正社員の採用予定があると回答した企業は６３．０％で、前年度に比べ０．８ポイント増えた。増加は２

年連続。採用人数を増加させる予定の企業は２５．７％（前年度比０．２ポイント増）で、４社に１社に上っ

た。採用予定がない企業は前年度比１．３ポイント減の２６．１％だった。規模別に正社員の採用予定が

ある割合を見ると、「大企業」は８６．３％と採用意欲が高い。一方、「中小企

業」は５８．７％、「小規模企業」は４１．８％で、企業規模が小さいほど割合が

低くなっている。 

 業界別に採用予定がある割合を見ると、「運輸・倉庫」が７０％で最も高

い。以下「サービス」（６９％）、「建設」（６８．１％）、「製造」（６７％）、「金融」（６

６％）、「農林水産」（６３．３％）、「小売」（５６．６％）などが続いている。さらに

主な業種では、「医療・福祉・保健衛生」（８２．８％）は８割を超える企業が採

用を予定しているほか、「旅館・ホテル」（７９．３％）、「輸送用機械・器具製

造」（７６．８％）も８割近い。同調査は２３年２月１４日から２８日まで、２万７６

０７社を対象に実施、有効回答率は３７％。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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